
仕 様 書 
 
１．件  名 
廃棄物処理業務委託契約（単価契約） 

 
２．履行場所 
（１）特別養護老人ホーム芦花ホーム（世田谷区粕谷２－２３－１） 
（２）特別養護老人ホーム上北沢ホーム（世田谷区上北沢１－２８－１７） 
 
３．履行期間 
令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 
 

４．目  的 
社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団（以下、「事業団」という）施設で発生 
する廃棄物の処理業務委託 

 
５．受託条件 
受託者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第５項」の欠格要件 
に該当せず、次の許認可を受けたものとする。 
（１）産業廃棄物…産業廃棄物収集運搬について積み込み及び積み下ろしそ

れぞれ管轄する各都道府県知事（政令市の場合は市長）の許可を受け、

かつ産業廃棄物処分業についても管轄の都道府県知事の許可を受けた

産業廃棄物業者。 
（２）一般廃棄物…世田谷区長の許可を受けた積み込み及び積み下ろし、収

集運搬の許可を受けた一般廃棄物業者。 
※ 契約時に、都道府県知事等の管轄行政が発行した収集運搬並びに産業

廃棄物処分業の許可証の写しを提出すること。 
 

 
 



６．年間予定数量 
（１）芦花ホーム 

一般廃棄物  １１，５２０ｋｇ／年 
産業廃棄物   １，２００ｋｇ／年 
合   計  １２，７２０ｋｇ／年 

※産業廃棄物は次のものとする。 
廃プラスチック、ガラスくず及び陶磁器くず使用製品産業廃棄物 

（２）上北沢ホーム 
一般廃棄物  １２，３００ｋｇ／年 
産業廃棄物   ３，０００ｋｇ／年 
合   計  １５，３００ｋｇ／年 
 

７．履行内容 
（１）事業団から毎日発生する廃棄物を、敷地内の廃棄物保管場所（別紙１～

３）から搬出し、処理施設へ運搬を行う。尚、回収量及び回収ルートの関

係で他の事業所の廃棄物を併せて積載する事は可とするが、産業廃棄物と

一般廃棄物の混載は認めない。 
（２）運搬車輌は、車幅最大２５０ｃｍ以下の塵芥運搬専用車（パッカー車）

とし、廃棄物保管場所への進入及び作業が安全かつ適切に行える車両を使

用すること。産業廃棄物と一般廃棄物は別車両とする。 
（３）搬出日及び搬送先 

①一般廃棄物は、週２回とし、各廃棄物管理責任者の指定する処理施設に 
運搬する。 

②産業廃棄物は、週１回とし、搬入先及び排出曜日は事業団と受託者が協 
議のうえ決定する。 

③臨時に搬出が必要となった場合は、事業団と受託者とで協議のうえ、別 
に搬出の日時を決定するものとする。 

（４）搬出時間 
一般廃棄物及び産業廃棄物とも、原則として下記のとおりとする。ただし、 
事業団の指示により、別の時間帯にも搬出できるものとする。なお、臨時 



に変更する場合は、別途指示する。 
① 芦花ホーム  午前９時から午前１１時まで 
② 上北沢ホーム 午前８時から午後３時まで 

（５）受託者は、廃棄物収集運搬のつど、事業団より「一般廃棄物管理票」ま 
たは「産業廃棄物管理票（以後マニフェスト）」の交付を受けること。 

    ただし、「一般廃棄物管理票」は、世田谷区清掃・リサイクル条例第 47 条 
第１項に基づき１日平均１００㎏を超えた時に発行する。 

（６）廃棄物保管場所の開錠方法は、直接受託者に告知する。 
（７）搬出場所（廃棄物保管所）では、作業の際、廃棄物等を散乱させないこ

と。万一散乱した場合は、清掃等を行い、廃棄物を残さないこと。 
（８）受託者は、運搬終了後マニフェスト B２票を事業団に提出すること。 
（９）受託者は、処分終了後マニフェスト D 票を事業団に提出すること。運搬

業務者としてマニフェスト C2 票を保管すること。 
（10）受託者は、最終処分終了後マニフェスト E 票を事業団に提出すること。

処分業者としてマニフェスト C1 票を保管すること。 
（11）受託者は、事業団から交付されたマニフェスト C1 票及び C2 票を５年間 

保存すること。 
（12）本契約に特別管理産業廃棄物に関する収集運搬及び廃棄物処分は含めな 

い。 
 

８．単価の内容 
１㎏当たりの廃棄物収集運搬料及び廃棄物処分料とする。 

 
９．支払い方法 
毎月の検査合格後、受託者の請求に基づき支払う。（年１２回） 
振込手数料は受託者の負担とする。 

 
１０．完了届 
受託者は、毎月の業務が完了したときは、直ちに事業団に完了届けを提出す 
ること。 



 
１１．事 故 
委託業務に関し、受託者の故意または過失により生じた事故等は、事業団の 
責に帰するものを除き、受託者の責任において処理する。 

 
１２．その他 
（１）受託者は、常に、良好なる管理者の注意を持って搬出作業に努めるもの 

とし、安全管理及び衛生面に万全を期す。 
（２）「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「世田谷区清掃・リサイクル 

条例」を遵守すること。 
（３）本契約に基づく、履行日の期日、数量の指示については、作業指示書に 

より事業団が行う。 
（４）別紙「請負契約に関する特記事項」を遵守すること。 
（５）本仕様書に明記していない事項については、事業団と協議のうえ決定す 

ること。 
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請負契約に関する特記事項 

 

社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団を甲、受託者を乙とし、以下事項を定める。 

 

（秘密保持義務） 

1. 乙は、この契約の履行により直接または間接に知り得た個人情報を第三者に漏らして

はならない。 

また、契約期間満了後も同様とする。 

（再委託の禁止） 

2. 乙は、この契約による業務を第三者に再委託してはならない。 

ただし、当該業務の一部についてやむを得ず第三者に委託する必要のある時は、あら

かじめ再委託する業者名、再委託の内容を甲に通知し、甲の承諾を得なければならな

い。 

また、再受託者にも、この契約を遵守させなければならない。 

（目的外使用及び外部提供の禁止） 

3. 乙は、個人情報を甲の指示する目的外に使用してはならない。 

また、第三者に提供してはならない。 

（返還） 

4. 乙は、契約を終了したとき、また甲が個人情報の提供を請求したときは、その保有す

る個人情報を直ちに甲に返還しなければならない。 

（複写及び複製の禁止） 

5. 乙は、個人情報の全部、または一部を甲の許可なく複製し、または複製してはならな

い。 

甲の許可を受けて複写または複製したときは、当該複写物または複製物を焼却または

裁断等により利用できないよう処分しなければならない。 

（授受及び保管） 

6. 乙は、個人情報の授受、保管および管理について、善良な管理者の注意をもってあた

り、個人情報の消滅、毀損等の事故を防止しなければならない。 

（立ち入り検査及び調査） 

7. 甲は、個人情報の管理状況について、随時立ち入り検査または調査をし、乙に対して

必要な報告を求め、または請負業務の処理に関して指示を与えることが出来る。 

（事故の報告） 

8. 乙は、事故が生じた時は、直ちに甲に対して通知するとともに、遅滞なくその状況を

書面をもって甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。 

（反社会的勢力の排除） 

9. 甲、乙は次の各号の事項を確約する。 

① 暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成（以下総

称して「反社会的勢力」という）ではないこと。 



② 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。  

③ 自ら又は第三者を利用して、この契約に関して次の行為をしないこと。  

ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為  

イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

10.甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、何らの催告を要せずし 

て、本契約を解除することができる。この場合、解除された者は、解除により生じる 

損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。 

ア 前項①又は②の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

イ 前項③の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

ウ 前項④の確約に反する行為をした場合 

（契約解除） 

11.甲又は乙は不測の事態等により契約履行が困難となった場合には、3か月前までに相 

手方に書面で通知することにより、本契約を解除することができる。 

この場合、甲は乙に対し、履行完了分までの費用を支払うものとし、解除により生 

じる損害について一切の賠償を負わない。 

 


